
事業概要説明シート

昭
和

類似事業
国：要保護者児童生徒費補助事業
国：特別支援教育就学奨励費補助事業

事業の必要性 児童生徒の就学を確保するためにも、経済的に困窮している世帯に対する援助は必要である。

コ　　ス　　ト

対　　　象
（誰・何を対象に）

市内に在住する小学生児童及び中学生生徒の保護者で以下の基準を満たす者
就学援助：要保護（生活保護受給世帯）又は準要保護（市が定める基準額以下の所得世帯）に該当する世
帯の保護者
支援学級等就学奨励（以下「就学奨励」と言う。）：支援学級に在籍する児童生徒の属する世帯で、収入額
が国の定める生活保護基準額の2.5未満である世帯の保護者

事業内容

就学援助は小中学校全児童生徒に対して４月始業式時に申請書を配布。新小学１年生及び中学１年生に
は就学通知書に制度の概要を掲載。就学奨励は支援学級（通級者を含む）在籍児童生徒の保護者に対し
て６月に申請書配布。
学用品費、校外活動費、学校給食費等の就学に必要な経費に対して基準を定めて支給。
就学奨励の支給額は就学援助の概ね２分の１相当額。要保護児童生徒に対する就学援助及び就学奨励
は事業対象経費の２分の１内の国庫補助あり。

根拠法令
学校教育法第19条、枚方市就学援助規則、支援学級等就学奨励費支給規則、要保護児童生徒援助費補
助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱

実施方法
■直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事務事業番号 10501350046

事務事業名 就学援助費事業

事業開始年度 1979(Ｓ54)年度 担当部署 学校教育部　学務課

目　　　的
（何のために）

学校教育法第19条に基づき経済的理由によって就学が困難な児童生徒の保護者に対して必要な援助を
行う。心身に障害のある児童生徒の保護者に就学奨励費（通級費を含む）を支給することにより、就学の奨
励を図る。
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平成24年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

内　　　　　容 金　　　額

就学援助費 416,935

支援学級等就学奨励費 9,696

その他

一般財源 458,894 433,583 460,909

府支出金 1052 758

受益者負担
(使用料等)

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金 5721 5,352 6,549

12,919

直接経費(B) 452,667 426,631 454,539

総事業費(A+B) 465,667 439,693 467,458

1.53

0.00

0.40

人件費計(A) 13,000 13,062

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費
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単位

① ％

② 人

③ ％

④ 人

① 円

②
③

成果目標
（目標とする成果）

今後も、経済的理由によって就学が困難な児童生徒の保護者に対して必要な支援を行う。同様に、心身に
障害のある児童生徒の保護者に就学奨励費（通級費を含む）を支給することにより、就学の奨励を図る。

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

（１）要保護児童生徒に対する就学援助及び就学奨励については国庫補助対象事業のため、国の交付基
準に則り全国の市町村で実施している。（認定基準・支給費目・金額等は国が定めた要綱による。）

（２）準要保護児童生徒に対する就学援助は、全国の市町村で実施している。（市町村独自事業）
平成24年度の大阪府下の基準は以下のとおりとなっている。【 】内は枚方市の状況
●認定基準額の設定方法　【定額方式】
　①生保基準額をベースとする　　　　３４市町村
　②市町村が基準額を定める定額方式　　５市町村
　③その他　　　　　　　　　　　　　　３市町村
●標準世帯（4人世帯）の認定基準額　【3,127,000円】
　2,042,152円（最低）～3,621,060円（最高）

認定者数（就学援助） 7,550 7,419 7,557

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費　/　認定者数 57,933 55,230 58,721

331 343 406

認定率（就学援助） 21.7 21.6 22.0

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

認定率（就学奨励） 51.5 49.1 53.4

認定者数（就学奨励）

事務事業番号 10501350046

事務事業名 就学援助費事業

事業開始年度 1979(Ｓ54)年度 担当部署 学校教育部　学務課

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

現状のまま継続 現状のまま継続

一次評価結果
（平成24年度）

・事業内容を他市と比較し、検証するべきでは
・就学援助の認定率についての検証が必要では

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

（１）就学奨励については、今後も国の定めた要綱に従い就学奨励費を支給
し、就学の奨励を図っていく。
（２）就学援助事業の認定率については、毎年度、他市の状況等を参考に、事
業内容が適正と考えられる範囲内にあるかを検証している。
他市との比較にあたっては、認定基準額、制度の周知や申請方法、住民の所
得状況等を総合的に勘案している。
・枚方市の認定基準額は、府内の他の自治体と比較するとほぼ標準的であり、
特に高額であるとはいえない
・昨今は就労環境が悪化しているため、全国的に認定率が上昇している
・枚方市の認定率は平成22年度の22.4%をピークに漸減しつつある
・枚方市の認定率が全国平均より高いのは、制度周知の徹底を図るとともに、
申請しやすいよう配慮しているため等と思われる
これらの理由から、現在の事業内容は適正な範囲内にあると考えるが、これか

　2,042,152円（最低）～3,621,060円（最高）
●認定率　【21.6％】
　8.4％（最低）～36.5％（最高）、大阪府平均は23.5%
●申請受付方法　【学校、委員会等両方で受付】
　①学校、委員会等両方で受付　　２７市町村
　②学校のみで受付　　　　　　　　５市町村
　③委員会等のみで受付　　　　　１０市町村

特記事項

●就学援助に関して
枚方市では昭和57年度に認定基準の大幅な見直しを行っている（生保基準額の1.5倍→定額方式）。
昭和56年には就学援助の認定率は25.1%に昇ったことから（当時は国の補助事業であったが文部省の予算
措置基準が、5.5%）、制度の趣旨に合致した運用がなされているのか、また、税の公平性の面から問題はな
いかが議論され、生保基準額を用いる方式ではなく、市が独自で認定基準額を定める方式（大阪市標準生
計費を基本とする金額に、毎年、消費者物価指数による補正を加えて認定基準額を算定する方式）への見
直しが実施された。

これらの理由から、現在の事業内容は適正な範囲内にあると考えるが、これか
らも他市の状況を注視しながら、今後も、経済的理由によって就学が困難な児
童生徒の保護者に対して必要な援助を行う。


